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高齢者、障害者の増加等① （高齢者）

○高齢化率は29.0％

・我が国の総人口は、令和4年10月1日現在、1億2,495万人。

・65歳以上人口は、3,624万人（総人口に占める割合（高齢化率）は29.0％）

・65~74歳人口は、1,687万人（13.5％）・75歳以上人口は、1,936万人（15.5％） ※括弧内は総人口に占める割合

・令和52(2070)年には、2.6人に1人が65歳以上、4人に1人が75歳以上。

○健康寿命は延伸し、平均寿命と比較しても延びが大きい

・日常生活に制限のない期間（健康寿命）は、令和元年時点で男性が72.68年、女性が75.38年

・同期間における健康寿命の延びは、平均寿命の延びを上回っている。

高齢化の状況

【平成22(2010)年から令和元(2019)年までにおける健康寿命と平均寿命の延びの比較】
○健康寿命・・・平成22年→令和元年：男性2.26年↑、女性1.76年↑
○平均寿命・・・平成22年→令和元年：男性1.86年↑、女性1.15年↑

高齢化の推移と将来推計 健康寿命と平均寿命の推移

出典：令和５年版高齢社会白書

出典：令和５年版高齢社会白書



高齢者、障害者の増加等② （障害者）

注：昭和55年は身体障害児（0～17歳）に係わる調査を行っていない。

出典：厚生労働省「身体障害児・者実態調査」（～平成18年）、
厚生労働省「生活のしづらさなどに関する調査」（平成23・28年）

より、国土交通省総合政策局作成

＜知的障害児・者（在宅）＞

単位：万人

出典：厚生労働省「知的障害児（者）実態調査」（～平成17年）、
厚生労働省「生活のしづらさなどに関する調査」（平成23・28年）
より、国土交通省総合政策局作成
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○平成28年の身体障害者数は約428.7万人で、平成23年に比して約42万人（10.9%）増。また、知的、精神障害者数も増加し

ており、今後も障害者数は増加することが見込まれる。

障害者数の状況

＜精神障害者（外来）＞
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出典：厚生労働省「患者調査」より、国土交通省総合政策局作成

単位：万人

＜身体障害児・者（在宅）＞
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2050年には有人メッシュの約２割が無居住化

○2050年には全国の約半数の有人メッシュで人口が50％以上減少し、人口の増加がみられる地域は沖縄

県等の一部地域を除き都市部に限られる。

○約２割の有人メッシュで無居住化する。

○人口規模が小さい市区町村ほど人口減少率が高くなる傾向があり、特に2015年時点で1万人未満の市

区町村に居住する人口は、2050年には半減する。

【出典】国土審議会第19回計画部会（令和５年５月26日）資料３-３「国土形成計画（全国計画）関連データ集」
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全国の約半数の地域（有人メッシュの51％）で人口が半減

市区町村の人口規模別の人口減少率

将来の人口増減状況（１kmメッシュベース、全国図）

（出典）総務省「平成27年国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」等をもとに国土交通省国土政策局作成。

（備考）左図については、平成27年国勢調査時点（平成27年10月１日現在）における避難指示区域を黒塗り（斜線）で示している。
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（出典）警察庁公開資料より、国土交通省総合政策局作成 （出典）国土交通省「平成29年度国民意識調査」

地域公共交通の状況① （地域交通を取り巻く環境）

○高齢ドライバーによる自動車事故に関する関心が高まり、運転免許の自主返納の動きが進展。

○一方、自主返納後の移動手段に対する不安の声や、自主返納をためらう声も。

免許返納数の推移
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居住地域に対する不安（地域別）

【出典】第51回社会資本整備審議会計画部会及び第49回交通政策審議会交通体系分科会計画部会資料 



地域公共交通の状況②（乗合バス・地域鉄道の現状）

赤字事業者の割合乗合バスと地域鉄道の利用者数

H2=100とした場合の推移

（年度）

○ 地方部では、人口の減少等を背景に、乗合バス・地域鉄道の利用者は減少傾向。

○ 乗合バス事業者の87.1%、地域鉄道事業者の89.5%が赤字事業者となっているなど厳しい経営状況にある。

資料：国土交通省物流・自動車局作成

調査対象事業者：地域鉄道95社
鉄道局調べ

赤字事業者
89.5％

黒字事業者
10.5％

鉄軌道事業者の収支状況（2022年度）
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調査対象事業者：保有車両30両以上の217者

乗合バス事業者の収支状況（2022年度）

黒字事業者
12.9%

赤字事業者
87.1%

（出典）「自動車輸送統計年報」「鉄道統計年報」より国土交通省作成

※地域鉄道については、昭和63年度以降に開業した事業者を除く70社

【出典】第51回社会資本整備審議会計画部会及び第49回交通政策審議会交通体系分科会計画部会資料 



○ 有効求人倍率については自動車運転の職業（バス、タクシー、トラックの運転手）が高くなっている。

○ 交通事業の就業者は、15～34歳が占める割合が、他産業に比べ低くなっている。

○ バス、トラック等の自動車運転者の就業構造は、総じて中高年層の男性に依存した状態であり、女性は

少ない。

また、全産業平均と比べ、労働時間は長く、年間所得額は低くなっている。

自動車運送業（運転手）の就業構造有効求人倍率の推移

バス タクシー トラック 自動車整備
全産業
平均

運転者・
整備要員数

12万人
（2021年度）

25万人
（2021年度）

85万人
（2022年）

40万人
（2023年）

―

女性比率 1.7％
（2021年度）

4.3％
（2021年度）

3.5％
（2022年）

1.6％
（2023年）

45.2％
（2023年）

平均年齢 53.4歳
（2022年）

58.3歳
（2022年）

48.9歳
（2022年）

47.2歳
（2023年）

43.9歳
（2023年）

労働時間 193時間
(2022年）

186時間
（2022年）

212時間
(2022年）

183時間
（2023年）

178時間
(2023年）

年間所得額 399万円
(2022年)

361万円
（2022年）

456万円
(2022年）

488万円
（2023年）

507万円
(2023年)

（出典）総務省「労働力調査」、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」、日本バス協会「日本のバス事業」、
全国ハイヤー・タクシー連合会「ハイヤー・タクシー年鑑」、(一社)日本自動車整備振興会連合会「自動
車整備白書」から国土交通省物流・自動車局作成
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交通サービスにおける担い手の不足・高齢化

【出典】第51回社会資本整備審議会計画部会及び第49回交通政策審議会交通体系分科会計画部会資料 



○ 近年、自動車運転者を中心に人手不足が急速に進行し、バス路線の維持が困難となっている事例も見られる。

年度 完全廃止キロ

2009 1,856

2010 1,720

2011 842

2012 902

2013 1,143

2014 1,590

2015 1,312

2016 883

2017 1,090

2018 1,306

2019 1,514

2020 1,543

2021 1,487

2022 1,598

計 18,786

※ 高速バス・定期観光バスを除く、代替・変更がない完全廃

止のもの

人手不足を理由とした廃業の事例一般路線バスの路線廃止（完全廃止）の状況

人手不足によるサービス水準の低下

【出典】第51回社会資本整備審議会計画部会及び第49回交通政策審議会交通体系分科会計画部会資料 



（出典）日本銀行「経済・物価情勢の展望」（2024年１月）

○ 近年、新型コロナウイルス感染症の影響によりモノやサービスの提供が滞ったことや、ロシアによるウクライナ侵攻により国

際的なモノの相場が上昇したことに加え、急速な円安の進行による輸入コストの増大により、物価上昇が続いている。

○ こうした状況を背景に、旅客自動車運送業においては、運賃改定実施の動きが活発化している。

消費者物価指数（除く生鮮食品）の前年比 旅客自動車運送業における運賃改定の実施状況

乗合バス事業者の運賃改定実施状況

（令和6年2月29日時点）
令和２年度以降に改定した事業者：95事業者

現在審査・申請中の事業者：７事業者

※乗合バス事業者数：231者

タクシー事業者の運賃改定実施状況

（令和6年3月25日時点）
令和２年度以降に改定したブロック：94ブロック

現在審査・申請中のブロック：４ブロック

※ブロック数：101ブロック

物価上昇と運賃改定の動き

【出典】第51回社会資本整備審議会計画部会及び第49回交通政策審議会交通体系分科会計画部会資料 



○ 近年、情報を生成・創造する目的で用いられる生成AIの技術が急速に発展。社会実装も進んでおり、生成AIの市

場規模は、2030年まで加速度的な成長を続けると予測されている。

○ 運輸部門においても、実証段階のものも含めた先端技術を活用した新たな取組が出てきており、いかに普及・社会実

装を進めるかが問題となるフェーズとなっている。

⚫ 顔認証改札

大阪市高速電気軌道（大阪メトロ）では、

2019年12月から顔認証でゲートを開閉する次

世代改札機（顔認証改札機）の実証実験を

始め、2024年度までに全駅で導入して2025年

4月からの大阪万博に備える計画。

⚫ キャッシュレス決済比率

（出典） 経済産業省「2021年のキャッシュレス決済比率を算出しました」（2022年6月1日）

⚫ マイナンバーカードと交通系ICカードの連携によるMaaS

※ 大阪市高速電気軌道（大阪メトロ）
プレスリリース資料より

次世代改札機
（顔認証改札機）

⚫ AIを活用した線路設備モニタリング

JR東日本では、営業列車の床下に搭載した線路設備モニタリング

装置により、線路設備の状態を常時計測。AIを活用し、撮影した画

像から線路設備の不良箇所を自動的に抽出。

線路設備モニタリング装置 AI による不良箇所の判定
※日本線路技術、JR東日本、理化学研究所プレスリリース資料より

AIに代表される新たな技術の進化と普及拡大への期待の高まり

【出典】第51回社会資本整備審議会計画部会及び第49回交通政策審議会交通体系分科会計画部会資料 
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オリパラ東京大会を契機としたユニバーサルデザインの推進（UD2020行動計画）

➢ 東京大会を契機として、共生社会の実現に向けたユニバーサルデザイン、心のバリアフリーを推進し、大会以降のレガシーとして残していくための施
策を実行するため、平成28年２月、「ユニバーサルデザイン2020関係府省等連絡会議」を設置。

➢ 同会議の下に設置された「心のバリアフリー分科会」及び「街づくり分科会」における議論を経て、平成29年２月、「ユニバーサルデザイン2020関
係閣僚会議」において「ユニバーサルデザイン2020行動計画」を決定。

➢ 行動計画において、「バリアフリー法を含む関連施策について、共生社会の推進や一億総活躍社会の実現の視点も入れつつ、平成29年度中に検討を
行う等により、そのスパイラルアップを図る」こととされたことを受け、平成30年３月にバリアフリー基準・ガイドラインの改正・改訂、同年５月
にバリアフリー法の改正を行った。

➢ さらに、令和2年5月、東京2020大会のレガシーとしての共生社会の実現に向け、ハード対策に加え、移動等円滑化の観点からの「心のバリアフリー
」に係る施策の充実等ソフト対策の強化を内容とするバリアフリー法の改正を行った。

ユニバーサルデザインの街づくり

＜全国各地における高い水準のバリアフリー化の推進＞
今後の超高齢社会への対応、地方への観光誘客拡大等の観点から、
全国のバリアフリー水準の底上げを図り、東京大会のレガシーとする

＜東京大会に向けた重点的なバリアフリー化＞
空港から競技会場等に至る世界水準のバリアフリーを推進、
東京のユニバーサルデザインの街づくりを世界にアピール

○バリアフリー法及び関連施策の見直し
･バリアフリー法及び関連施策の見直しを検討し、平成30年
5月に改正バリアフリー法が成立・公布、また同年３月に道
路法等の一部を改正する法律が成立・公布

○バリアフリー基準・ガイドラインの改正
・東京大会に向けた基準を
踏まえ、国内基準・ガイドラ
インを改正し全国のバリアフ
リー水準を底上げ等

○観光地全体のバリアフリー化
・障害のある人が訪れやすい観光地
づくりに向け、観光地エリア全体
の面的なバリアフリーを推進 等

○都市部等における複合施設（大規模駅や地下街
等）を中心とした面的なバリアフリーの推進

・地域の中核となる施設を中心に連続的かつ面的なバリア
フリーを推進 等

○公共交通機関等のバリアフリー化
・鉄道、旅客船ターミナ
ル、空港、バス・タク
シー等におけるバリアフ
リー化を更に推進 等

○ＩＣＴを活用したきめ細かい情報
発信・行動支援

・ICTを活用し、障害のある人等が自立
して移動できる環境の整備 等

○トイレの利用環境の改善

・様々な障害のある人に
とって利用しやすいトイ
レ環境の整備 等

○競技会場周辺エリア等の連続的・面的な
バリアフリー化の推進

・アクセス道路のバリアフリー化を推進
・主要な都市公園等のバリアフリー化を推進 等

○主要鉄道駅、ターミナル等におけるバリアフリー
化の推進

・大会関連駅のエレベーター増設や、ホームドア    
整備等を重点支援 等

＜ホームドア＞

＜バリアフリー化実施例＞

＜エレベーター＞

○成田空港、羽田空港国際線ターミナル等のバリアフリー化
の推進

・世界トップレベルのユニバーサルデザイン化に向けた数値
目標を設定 等

・空港アクセスバス・ＵＤタクシー等の導入に向けて
重点支援 等

○交通・観光分野における接遇の向上と職員研修の充実
平成30年度に接遇ガイドライン・マニュアルを公表。さらに交通事業者が接遇ガイドラインに則った適切な対応ができるよう接遇研修モデル
プログラムを平成31年4月に公表。

○「心のバリアフリー」に係る施策などソフト対策の強化等に向けたバリアフリー法の改正(令和２年５月成立)

○リフト付きバス・ＵＤタクシー車両等の導入促進

心のバリアフリー



大阪・関西万博におけるユニバーサルデザインの取り組み

14

大阪・関西万博では「いのち輝く未来社会のデザイン」というテーマと「多様でありながら、
ひとつ」という会場デザインコンセプトを踏まえ、国・地域、文化、人種、性別、世代、障害
の有無等にかかわらず、大阪、関西を訪れる世界中の人々が利用しやすいユニバーサルデザイ
ンの実現をめざしている。

大阪・関西万博では「いのち輝く未来社会のデザイン」というテーマと「多様でありながら、
ひとつ」という会場デザインコンセプトを踏まえ、国・地域、文化、人種、性別、世代、障害
の有無等にかかわらず、大阪、関西を訪れる世界中の人々が利用しやすいユニバーサルデザイ
ンの実現をめざしている。

交通

アクセス

✓ 必要なサポートを行い、誰もが楽しめるサー
ビスを提供するため、2022年8月から2023年3
月にかけて検討会を開催、個別ヒアリングを
実施

✓ 2023年7月 「ユニバーサルサービスガイドラ
イン（展示/催事・演出/飲食・物販）」を公表

✓ 以降も運用実施に向けた検討を実施している

✓ 誰もがより快適に来場できることを目指し、
2022年7月から2023年3月にかけて検討会を
開催

✓ 2023年6月 「交通アクセスユニバーサルデ
ザインガイドライン」を公表

✓ 以降も必要に応じて、ワークショップを開催し
ている

✓ 公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会は
、すべての来場者にとって、より利用しやすい博
覧会会場を実現するため、2021年12月から2022
年3月にかけて検討会を開催

✓ 検討会では、障がい当事者（身体障がい、知的
障がい、精神障がい、発達障がい等）や学識経
験者等が、Tokyo2020 アクセシビリティガイドラ
インや昨今の事例を参考に検討

✓ 2022年3月、検討会での議論や知見を反映して
、「施設整備に関するユニバーサルデザインガ
イドライン」を改定し、改定ガイドラインに沿って
施設整備が進められている

✓ 以降も、必要に応じてワークショップを開催して
いる

①利用しやすい会場に向けた検討
ユニバーサルデザイン検討会

②快適な交通アクセスに向けた検討
交通アクセスユニバーサルデザイン検討会

③誰もが楽しめるサービスに向けた検討
ユニバーサルサービス検討会

サービス

会場の

施設整備

➢  公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会は、①会場の施設整備 ②交通アクセス ③サービス と３種類の
ユニバーサルガイドラインを策定し、ガイドラインに沿った対応がすすめられている。

➢ 博覧会協会が事務局となり検討会を設置して、移動円滑化評価会議近畿分科会委員を中心に、障がい当事者
や学識経験者等が参画している。

https://www.expo2025.or.jp/news/news-20220331/



第25回夏期デフリンピック競技大会東京2025の開催について

○デフリンピックは国際ろう者スポーツ委員会が主催し、夏季と冬季それぞれ４年毎に開催されるデフアスリートを対象とした国際大会。

○日本では初めての開催であり、また1924年にパリで第1回大会が開催されてから100周年となる、歴史に残る大会。

○本大会の運営にあたっては、適切なガバナンス体制を確保するとともに、この大会の開催を契機に、デフリンピックやデフスポーツへの理
解のすそ野を広げ、障害のあるなしに関わらず、共にスポーツを楽しみ、互いの違いを認め、尊重しあう共生社会づくりに貢献。

出典：東京2025デフリンピック大会情報サイト



⚫ バリアフリー政策を取り巻く社会情勢

⚫ オリパラ、万博、デフリンピックへの対応

⚫ 障害者権利条約関連の動向

⚫ 関連法制度の動向及びバリアフリー化の進展



障害者権利条約①

○2006年12月、国際連合総会で「障害者の権利に関する条約」が採択。

（日本は、2007年署名、2014年批准・国内での効力発生）

○障害者の人権や基本的自由の享有を確保し、障害者の固有の尊厳の尊重を促進することを目的として、障害者の権利を実現するた

めの措置等について規定しており、障害者に関する初めての国際条約。

※ 2022年6月現在 署名国・地域数164／締結国・地域数185

障害者権利条約の概要

【主な規定内容】
● 条約の原則（無差別、平等、社会への包容等） ● 政治的権利
● 教育・健康・労働・雇用に関する権利 ● 社会的な保証
● 文化的な生活・スポーツへの参加 ● 国際協力 ● 締約国による報告 等

[出典：外務省]

障害者権利条約（抄） 

第9条施設及びサービス等の利用の容易さ

１締約国は、障害者が自立して生活し、及び生活のあらゆる側面に完全に参加することを可能にすることを目的として、障害
者が、他の者との平等を基礎として、都市及び農村の双方において、物理的環境、輸送機関、情報通信（情報通信機器
及び情報通信システムを含む。）並びに公衆に開放され、又は提供される他の施設及びサービスを利用する機会を有するこ
とを確保するための適当な措置をとる。この措置は、施設及びサービス等の利用の容易さに対する妨げ及び障壁を特定し、
及び撤廃することを含むものとし、特に次の事項について適用する。

（a）建物、道路、輸送機関その他の屋内及び屋外の施設（学校、住居、医療施設及び職場を含む。）【以下、省略】

２締約国は、また、次のことのための適当な措置をとる。

（a）公衆に開放され、又は提供される施設及びサービスの利用の容易さに関する最低基準及び指針を作成し、及び公表し、
並びに当該最低基準及び指針の実施を監視すること。【以下、省略】

第20条個人の移動を容易にすること締約国は、障害者自身ができる限り自立して移動することを容易にすることを確保するた
めの効果的な措置をとる。この措置には、次のことによるものを含む。

（a）障害者自身が、自ら選択する方法で、自ら選択する時に、かつ、負担しやすい費用で移動することを容易にするこ

（b）障害者が質の高い移動補助具、補装具、支援機器、人又は動物による支援及び仲介する者を利用する機会を得や
すくすること（これらを負担しやすい費用で利用可能なものとすることを含む。）。

（c）障害者及び障害者と共に行動する専門職員に対し、移動のための技能に関する研修を提供すること。

（d）移動補助具、補装具及び支援機器を生産する事業体に対し、障害者の移動のあらゆる側面を考慮するよう奨励する
こと。



障害者権利条約② （第1回政府報告に関する障害者権利委員会の総括所見）

○令和４年８月に、障害者権利条約に基づき、日本政府が国連障害者権利委員会に提出した政府報告について、スイスのジュネーブ

国連欧州本部において第1回政府報告審査が行われ、同年9月に同委員会において総括所見（勧告）が採択された。

○勧告の内容としては、合計で、懸念93項目、勧告は92項目、留意１項目、奨励１項目。

障害者権利委員会の総括所見の概要

【勧告本文（和文仮訳）】 ※外務省HP

記者会見で日本への勧告を発表する国連の障害者権利委員会委員ら
＝９日、スイス・ジュネーブ（共同）

【勧告の主な内容】 （一部抜粋）
（懸念）ユニバーサルデザインの基準を導入するとともに、あらゆる活動分野を網羅し、政府のあらゆる段階における施設及びサービス等の

利用の容易さ（アクセシビリティ）を確保する義務を調和させるための戦略が限定的であること。（第９条＿施設及びサービス
等の利用の容易さ（アクセシビリティ）関係）

（懸念）特に大都市以外において、情報の利用の容易さ（アクセシビリティ）及び学校、公共交通機関、集合住宅及び小規模店舗の
利用の容易さ（アクセシビリティ）を確保するための進捗が限定的であること。

 ≪勧告≫ 障害者団体と緊密に協議しつつ、全ての政府の段階における施設及びサービス等の利用の容易さ（アクセシビリティ）を調和さ
せるとともに、ユニバーサルデザインの基準を導入し、特に、建物、交通機関、情報及び通信及びその他公衆に開放又は提供さ
れる施設・サービス（大都市以外のものを含む）の利用の容易さ（アクセシビリティ）を確保するために、行動計画及び戦略を
実施すること。



障害者権利条約③ （第1回政府報告に関する障害者権利委員会の総括所見）

＜参考１：総括所見における肯定的な側面（抜粋）＞

5. 委員会は、特に以下の採択を含む、障害者の権利の促進
のためにとられた立法措置を評価とともに留意する。

・障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法
（2022年）

・公的及び民間事業者に対し、障害者への合理的配慮の提
供を義務化した、障害を理由とする差別の解消の推進に関
する法律（2021年）

・施設及びサービス等の利用の容易さ（アクセシビリティ）基
準を促進した高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進
に関する法律（バリアフリー法）の改正（2018年及び
2020年）

・ユニバーサル社会の実現に向けた諸施策の総合的かつ一体
的な推進に関する法律（2018年）

６. 委員会は、以下を含む、障害者の権利を促進するための
公共政策枠組みの設置のためにとられた措置を歓迎する。

・第４次障害者基本計画（2018年）

・合理的配慮指針（2016年）

・みんなの公共債と運用ガイドライン

 ・本条約の実施状況の監視を担う機関である障害者政策委
員会の設置

＜参考２：主要分野における懸念及び勧告（抜粋）＞

14. 委員会は、（中略）、締約国に以下を勧告する。

・（前略）その他いかなる身分を理由とした、複合的かつ交差的な差
別形態、及び合理的配慮の拒否を含め、本条約に合致し、障害に
基づく差別を禁止するために、障害者差別解消法を見直すこと。

・私的及び公的領域を含むあらゆる活動分野で、全ての障害者に合
理的配 慮が提供されることを確保するために、必要な措置を講じる
こと。

・障害を理由とした差別の被害者のために、司法及び行政手続を含
む、利用しやすい効果的な仕組みを設置すること、及び被害者に包
括的救済を 提供すること、加害者に制裁を課すこと。 

20.委員会は、締約国に以下を勧告する。

・策定、実施及び定期的な評価に障害者の緊密な参加を確保しつつ、
障害 者に対する否定的な定型化された観念、偏見及び有害な慣
習を排除する ための国家戦略を採用すること。 

・メディア、一般公衆及び障害者の家族のための障害者の権利に関す
る意 識向上計画の策定と十分な資金調達を強化すること。 

22.（前略）委員会は、締約国に以下を勧告する。

・障害者団体と緊密に協議しつつ、全ての政府の段階における施設
及びサ ービス等の利用の容易さ（アクセシビリティ）を調和させるとと
もに、 ユニバーサルデザインの基準を導入し、特に、建物、交通機関、
情報及 び通信及びその他公衆に開放又は提供される施設・サービ
ス（大都市以 外のものを含む）の利用の容易さ（アクセシビリ
ティ）を確保するため に、行動計画及び戦略を実施すること。 



⚫ バリアフリー政策を取り巻く社会情勢

⚫ オリパラ、万博、デフリンピックへの対応

⚫ 障害者権利条約関連の動向

⚫ 関連法制度の動向及びバリアフリー化の進展



Ｈ６

Ｈ７

Ｈ12

H13

H15

H18

H23

H28

Ｈ30

Ｒ２

Ｒ４

（参考）障害者政策に関する法制度の概況（一部抜粋）

ハートビル法 施行
高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の
建築の促進に関する法律（平成６年法律第44号）

➢ 建築物のバリアフリー化を促進するための法律

交通バリアフリー法 施行
高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の

促進に関する法律（平成12年法律第68号）

高齢社会対策基本法 成立（平成７年法律第129号）

➢ 高齢社会対策を総合的に推進するための基本法

公共交通機関旅客施設の移動等円滑化整備
ガイドライン策定

➢ ハートビル法改正

バリアフリー法 施行
高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号）

➢ ハートビル法と交通バリアフリー法を統合・拡充
➢ 建築物、旅客施設、車両等、道路、路外駐車場、都市公園等の一体的・連続的なバリアフリー

化を促進するための法律

「障害者の権利、尊厳の保護、促進に関する包括的、
総合的国際条約」採択 （2006年国連総会）

改正障害者基本法 成立

障害者差別解消法 施行
障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律

（平成25年法律第65号）改正バリアフリー法（Ｈ30改正）
➢ 共生社会の実現等の基本理念を明記、地域のバリアフリーマスタープラン制度の創設、当事者の

評価を施策に反映する法定会議の設置

ハード整備は着実に進展
「障害の社会モデル」の理念の浸透

改正バリアフリー法（Ｒ２改正）

東京オリパラ大会に向けた機運の高まり
ハード対策に加えてソフト対策強化の要請

➢ 「心のバリアフリー」の推進など更なるソフト対策の強化（バリアフリー教育の充実、車椅子用駐車
スペース等の適正利用の推進 等）

改正障害者差別解消法 成立
➢ 事業者による「合理的配慮」の義務化 等

→令和６年４月１日から施行

➢ 国、行政機関等に対する「差別的取扱いの禁止」及び
「合理的配慮の提供」の義務付け

➢ 事業者に対する「差別的取扱いの禁止」の義務付け、
「合理的配慮の提供」の努力義務付け

➢ （20ヶ国の批准により2008年5月に発効。日本は2007
年9月に署名し、2014年1月に批准。）

S45 障害者基本法 成立



（参考）バリアフリー法制定以降のバリアフリー化の進捗状況①

• バリアフリー整備目標に沿って、ハード面のバリアフリー化は着実に進展
• 面的なバリアフリーのまちづくりや心のバリアフリーの推進等のため、令和３年度から５年間を目標期間とする新しい整備目標を策定

【旅客施設】：鉄軌道駅、バスターミナル、旅客船ターミナル、航空旅客ターミナル
※第三次整備目標における整備対象の施設規模
鉄軌道駅・バスターミナル ： 3,000人／日以上のもの及び2,000~3,000人／日で重点整備地区内の生活関連施設であるもの
旅客船ターミナル・航空旅客ターミナル：2,000人／日以上のもの

⚫段差の解消

平成18年度末
バリアフリー法制定時

平成23年度末
第二次整備目標開始時

令和４年度末
現時点

令和７年度末
(第三次整備目標末)

⚫視覚障害者誘導用
ブロックの設置

⚫障害者用トイレ
の設置（便所がある場合）

⚫案内設備の設置
第三次整備目標から追加

⚫ ホームドア・可動式
ホーム柵の整備

65.2%

91.3%

95.7%

2,484番線※２

81.1%

92.6%

78.0%

93.5%

44.6%※1

92.1%

原則100%

3,000番線

77.0%

493番線※3 800番線※３

※3：10万人／日以上の鉄軌道駅における設置番線数

※1：令和３年度からＪＩＳ規格に
適合したものをカウントするよう変更

整備目標見直しにより
対象施設が5,000人／日→3,000人／日

令和２年度末
第三次整備目標開始時

75.1%

対象施設：5,000人／日以上

（318駅） （519駅）
※２： 第三次目標から番線数をカウント

原則100%

※詳細は資料４参照



【車両等】

⚫鉄軌道車両

平成18年度末
バリアフリー法制定時

平成23年度末
第二次整備目標開始時

令和４年度末
現時点

令和７年度末
（第三次整備目標末）

⚫乗合バス
(ノンステップバス)

⚫船舶

20%

17.7%

52.8%

38.4%

56.9%

68.0%

約70%

約80%

⚫乗合バス
(リフト付き又はスロープ付きバス) 3.3% 6.5% 約25%

⚫貸切バス 1,157台 約2,100台

⚫福祉タクシー
(UDタクシーを含む)

9,651台 13,099台 45,311台 約９万台

11.5% 20.6% 56.1% 約60%

⚫航空機 54.4% 86.1% 100% 約100%

鉄軌道車両に係る基準改正
(令和２年４月施行)

平成30年度からバリアフリー法の基準適合
義務対象に追加

平成30年度末

1,013台

⚫空港アクセスバス
第三次整備目標から追加

2,000人／日以上の航空旅客ターミナルのうち鉄軌道アクセスが無い施設への
バス路線運行系統の総数におけるバリアフリー化した車両を含む運行系統数の割合 40.1% 約50%

19.2%(33,272台)UDタクシーの割合(総数) 各都道府県で約25%

（参考）バリアフリー法制定以降のバリアフリー化の進捗状況②



⚫建築物

⚫道路

⚫路外駐車場

⚫都市公園
(右記の設置された都市公
園のバリアフリー化率）

⚫園路・広場

⚫駐車場

⚫便所

(特定路外駐車場のバリア
フリー化率)

(重点整備地区の主要な生活関連経路
を構成する道路のバリアフリー化率)

(2,000m2以上の特別特定建築物
の総ストックのバリアフリー化率)

⚫ マスタープランの策定市町村数

⚫ 「心のバリアフリー」の認知度

平成18年度末
バリアフリー法制定時

平成23年度末
第二次整備目標開始時

令和４年度末
現時点

令和７年度末
（第三次整備目標末）

約50%

約450

約75%

約70%

約67%

令和２年度末
第三次整備目標開始時

約21%約24%

3411

64%

71%

72%

約70%

約60%

約70%

64%

56%

63%

48%

44%

33%

42%

32%

25%

47%29%

77%45%
※令和３年度から国土交通大臣
が指定する特定道路に範囲変更

※令和３年度から概ね2ha以上の都市公園に範囲変更

50%41%

※令和３年度から2,000m2以上の特別特定建築物(公立小学校等を除く)の総ストックのバリアフリー化率

309 321

約350

⚫ 基本構想の策定市町村数

※第三次整備目標から追加

（参考）バリアフリー法制定以降のバリアフリー化の進捗状況③



（２）市町村等による「心のバリアフリー」の推進（学校教育との連携等）（主務大臣に文科大臣を追加）
○目的規定、国が定める基本方針、市町村が定める移動等円滑化
促進方針(マスタープラン)の記載事項や、基本構想に記載する事業
メニューの一つとして、「心のバリアフリー」に関する事項を追加
○心のバリアフリーに関する「教育啓発特定事業」を含むハード・
ソフト一体の基本構想について、作成経費を補助 （※予算関連）

○バリアフリーの促進に関する地方公共団体への国の助言・指導等

【教育啓発特定事業のイメージ】

車椅子サポート体験高齢者疑似体験

１．公共交通事業者など施設設置管理者におけるソフト対策の取組強化

○公共交通事業者等に対するソフト基準※遵守義務の創設 （※ スロープ板の適切な操作、明るさの確保等）

○公共交通機関の乗継円滑化のため、他の公共交通事業者等からのハード・ソフト
（旅客支援、情報提供等）の移動等円滑化に関する協議への応諾義務を創設
○障害者等へのサービス提供について国が認定する観光施設（宿泊施設・飲食店等）の情報提供を促進

２．国民に向けた広報啓発の取組推進

（１）優先席、車椅子使用者用駐車施設等の適正な利用の推進
○国・地方公共団体・国民・施設設置管理者の責務等として、「車両の優先席、車椅子用駐車施設
、障害者用トイレ等の適正な利用の推進」を追加
○公共交通事業者等に作成が義務付けられたハード・ソフト取組計画の記載項目に「上記施設の
適正な利用の推進」等を追加

３．バリアフリー基準適合義務の対象拡大

○公立小中学校及びバス等の旅客の乗降のための道路施設（旅客特定車両停留施設）を追加

法律の概要

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の一部を改正する法律の成立・施行

 令和2年法律第28号
令和2年5月13日成立、

同月20日公布
令和3年4月1日施行

（一部は令和2年6月19日施行）



障害者差別解消法について①（障害者差別解消法の一部改正法の成立・施行）

⚫ 障害を理由とする差別の解消の一層の推進を図るため、事業者に対し社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な
配慮をすることを義務付けるとともに、行政機関相互間の連携の強化を図るほか、障害を理由とする差別を解消するための支援
措置を強化する措置を講ずることを内容とする、改正障害者差別解消法が令和３年に成立、令和６年４月１日から施行。

⚫ これを踏まえ、政府全体としては障害者差別解消法に基づく「基本方針」を、各省庁においては所管事業に係る「対応指針」、職
員に係る「対応要領」を、それぞれ改定。

改正内容

１． 国及び地方公共団体の連携協力の責務の追加

国及び地方公共団体は、障害を理由とする差別の解消の推進に関して必要な
施策の効率的かつ効果的な実施が促進されるよう、適切な役割分担を行うとと
もに、相互に連携を図りながら協力しなければならないものとする。

２． 事業者による社会的障壁の除去の実施に係る必要かつ合理的な配慮の提供
の義務化

事業者による社会的障壁(障害がある者にとって日常生活又は社会生活を営む
上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のもの)
の除去の実施に係る必要かつ合理的な配慮の提供について、現行の努力義務
から義務へと改める。

３． 障害を理由とする差別を解消するための支援措置の強化

(1) 基本方針に定める事項として、障害を理由とする差別を解消するための
支援措置の実施に関する基本的な事項を追加

(2) 国及び地方公共団体が障害を理由とする差別に関する相談に対応する人
材を育成し又はこれを確保する責務を明確化

(3) 地方公共団体は、障害を理由とする差別及びその解消のための取組に
関する情報(事例等)の収集、整理及び提供に努めるものとする

（参考）政府の広報資料

（参照）内閣府HP（https://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/sabekai.html）



不特定多数の障害者
が利用することを想定し、
あらかじめ携帯スロープ
を準備する。

個別の障害者からの申
出に応じて、段差に携
帯スロープをかける。

⚫ 「環境の整備」とは、企業や店舗などの事業者や行政機関等に対して、個別の場面において、個々の障害者に対する合理的配慮
が的確に行えるよう、不特定多数の障害者を主な対象として行う事前的改善措置のことであるが、「合理的配慮」は、環境の整
備を基礎として、その実施に伴う負担が過重でない場合に、特定の障害者に対して、個別の状況に応じて講じられる措置である。
したがって、各場面における環境の整備の状況により、合理的配慮の内容は異なる。

⚫行政機関等及び事業者は、必要な環境の整備に努めなければならない（努力義務）。

⚫ 事前的改善措置としては、公共施設や交通機関におけるバリアフリー化、意志表示やコミュニケーションを支援するためのサービス・
介助者などの人的支援、障害者による円滑な情報の取得・利用・発信のための情報アクセシビリティの向上などが例として挙げられ
る。また、環境の整備には、ハード面だけではなく、職員に対するソフト面の対応（職員・社員を対象とした研修やマニュアルの整
備など）も含まれる。

⚫ 合理的配慮を必要とする障害者が多数見込まれる等の場合は、その都度、合理的配慮を提供するよりも「環境の整備」を行うこと
が効果的である。

個々の場面での
合理的配慮

過重な負担のない範囲で
必要かつ合理的な配慮

環境の整備

合理的配慮を
的確に行うためのもの

「合理的配慮」と「環境の整備」のイメージ「環境の整備」と「合理的配慮」の関係の例

障害者から「自筆が難
しいので代筆してほし
い」と伝えられた際、マ
ニュアルや研修の内容
を踏まえ、代筆に問題
がない書類の場合は、
障害者の意思を十分
に確認しながら代筆す
る。

障害者から「自筆が難
しいので代筆してほし
い」と伝えられた際に合
理的配慮の提供ができ
るよう、社員対応マニュ
アルを整備するとともに
研修を実施する。

施設を改修し、視覚障
害者誘導用ブロックを
設置する。

設置された視覚障害
者誘導用ブロックを活
用し、障害者を施設内
の目的地まで案内する。

【環境の整備】 【合理的配慮】

障害者差別解消法について②（環境の整備と合理的配慮の提供の関係）



⚫ 移動等円滑化基準（バリアフリー基準）への適合義務（新設等は義務、既存は努力義務）

⚫ 新設等・既存にかかわらず、基本方針において各施設の整備目標を設定し、整備推進

⚫ 各施設設置管理者に対し、情報提供、優先席・車椅子用駐車施設等の適正利用推進のための
広報・啓発活動の努力義務

⚫ 公共交通事業者に対し、以下の事項を義務・努力義務

✓ 旅客施設等を使用した役務の提供の方法に関するソフト基準の遵守
（新設等は義務、既存は努力義務）

✓ 旅客支援、職員に対する教育訓練の努力義務 等

旅客施設

車両等

特定道路／旅客特定車両停留施設

鉄軌道施設 航空旅客ターミナル 旅客船ターミナル
バスターミナ

ル

（新たに建設するとき又は一定以上の大事規模な改良を行うとき）

（新たにその事業の用に供するとき）

鉄軌道車両 バス

（路線バスは定期運行の用に供するもの）
（貸切りバスは車椅子対応型車両）

タクシー

（車椅子対応型車
両）

旅客船 航空機

（一般旅客定期航路事業の用に供するもの、
旅客不定期航路事業の用に供するもの）

特定路外駐車場

移動等円滑化が特に必要なものとして
国土交通大臣が指定するもの

特定道
路

旅客特定車
両停留施設

（設置するとき）

500㎡以上の駐車料金を徴収
する路外駐車場

特定公園施設
(新設、増築又は改築を行うとき)

（都市公園内の園路、広場、
休憩所、駐車場、便所等）

特別特定建築物
(一定規模以上の建築をしようとするとき)

(特別支援学校、病院、店舗、ホテル、公立小中学校 等)

（新設又は改築を行うとき）

ハード面に関する規定

【バリアフリー基準適合義務の対象施設】

ソフト面に関する規定

不当な差別的取扱いの禁止
合理的配慮の提供

（義務）

環境の整備
（努力義務）

障害者差別解消法
（平成25年法律第65号）

バリアフリー法（平成18年法律第91号）

※その他の関係法令 ➡ 障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法（障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策を総合的に推進するもの）

電話リレーサービス法（公共インフラとしての電話リレーサービスを制度化するもの） 等

●公共施設や交通機関における
 バリアフリー化

●意思表示やコミュニケーションを
支援するためのサービス

●障害者による円滑な情報の
 取得・利用・発信のための
 情報アクセシビリティの向上

●職員・社員を対象とした研修
 やマニュアルの整備

【参考】
バリアフリー整備ガイドライン（役務編）
に不当な差別的取扱い及び合理的配
慮の提供の具体例を掲載

バリアフリー法ではハード整備
に関する基準等が存在

バリアフリー法では研修等に
資するガイドライン等が存在

バリアフリー法では役務の提
供に関する基準等が存在

障害者差別解消法について③（バリアフリー法との関係）



障害者による情報の取得利用・意思疎通に係る施策の推進に当たり旨とすべき事項

① 障害の種類・程度に応じた手段を選択できるようにする

② 日常生活・社会生活を営んでいる地域にかかわらず等しく情報取得等ができるようにする

③ 障害者でない者と同一内容の情報を同一時点において取得できるようにする

④ 高度情報通信ネットワークの利用・情報通信技術の活用を通じて行う（デジタル社会）

２.基本理念

● 国・地方公共団体の責務等（４条）※障害者でない者にも資することを認識しつつ施策を行う

● 事業者の責務（５条） 

● 国民の責務（６条）

● 国・地方公共団体・事業者等の相互の連携協力（７条）

● 障害者等の意見の尊重（８条）

３.関係者の責務・連携協力・意見の尊重

障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律
 令和４年法律第50号
令和４年５月19日成立、
同月25日公布・施行

１.目的

全ての障害者が、あらゆる分野の活動に参加するためには、情報の十分な取得利用・円滑な意思疎通が極めて重要

障害者による情報の取得利用・意思疎通に係る施策を総合的に推進し、共生社会の実現に資する

※「障害者」とは、障害者基本法第２条第１号に規定する障害者

障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法の成立・施行について①



(1)障害者による情報取得等に資する機器等（11 条）

① 機器・サービスの開発提供への助成、規格の標準化、障害者・介助者への情報提供・入手支援

② 利用方法習得のための取組（居宅支援・講習会・相談対応等）、当該取組を行う者への支援

③ 関係者による「協議の場」の設置 など

(2)防災・防犯及び緊急の通報（12 条）

① 障害の種類・程度に応じた迅速・確実な情報取得のための体制の整備充実、設備・機器の設置の推進

② 多様な手段による緊急の通報の仕組みの整備の推進 など

(3)障害者が自立した日常生活・社会生活を営むために必要な分野に係る施策（13 条）

① 意思疎通支援者の確保・養成・資質の向上

② 事業者の取組への支援 など

(4)障害者からの相談・障害者に提供する情報（14 条）

＜国・地方公共団体について＞

① 相談対応に当たっての配慮

② 障害の種類・程度に応じて情報を提供するよう配慮

(5)国民の関心・理解の増進（15 条）

○ 機器等の有用性・意思疎通支援者が果たす役割等、障害者による情報取得等の重要性に関する関心・理解を深めるため

の広報・啓発活動の充実 など

(6)調査研究の推進等（16 条）

○ 障害者による情報取得等に関する調査研究の推進・成果の普及

４.基本的施策

障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法の成立・施行について②



１.目的

認知症施策は、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができるよう、①～⑦を基本理念として行う。

① 全ての認知症の人が、基本的人権を享有する個人として、自らの意思によって日常生活及び社会生活を営むことができる。

② 国民が、共生社会の実現を推進するために必要な認知症に関する正しい知識及び認知症の人に関する正しい理解を深めることができる。

③ 認知症の人にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるものを除去することにより、全ての認知症の人が、社会の対等な構成

員として、地域において安全にかつ安心して自立した日常生活を営むことができるとともに、自己に直接関係する事項に関して意見を

表明する機会及び社会のあらゆる分野における活動に参画する機会の確保を通じてその個性と能力を十分に発揮することができる。

④  認知症の人の意向を十分に尊重しつつ、良質かつ適切な保健医療サービス及び福祉サービスが切れ目なく提供される。

⑤  認知症の人のみならず家族等に対する支援により、認知症の人及び家族等が地域において安心して日常生活を営むことができる。

⑥  共生社会の実現に資する研究等を推進するとともに、認知症及び軽度の認知機能の障害に係る予防、診断及び治療並びにリハビリ

テーション及び介護方法、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすための社会参加の在り方及び認知症の人が他の人々と支

え合いながら共生することができる社会環境の整備その他の事項に関する科学的知見に基づく研究等の成果を広く国民が享受できる環

境を整備。

⑦  教育、地域づくり、雇用、保健、医療、福祉その他の各関連分野における総合的な取組として行われる。

４.認知症施策推進基本計画等

政府は、認知症施策推進基本計画を策定（認知症の人及び家族等により構成される関係者会議の意見を聴く。）

都道府県・市町村は、それぞれ都道府県計画・市町村計画を策定（認知症の人及び家族等の意見を聴く。） （努力義務）

２.基本理念

国・地方公共団体は、基本理念にのっとり、認知症施策を策定・実施する責務を有する。

国民は、共生社会の実現を推進するために必要な認知症に関する正しい知識及び認知症の人に関する正しい理解を深め、共生社会の実
現に寄与するよう努める。

政府は、認知症施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講ずる。

※その他保健医療・福祉サービス提供者、生活基盤サービス提供事業者の責務を規定

３.国・地方公共団体等の責務等

認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができるよう、認知症施策を総合的かつ計画的に推進

⇒ 認知症の人を含めた国民一人一人がその個性と能力を十分に発揮し、相互に人格と個性を尊重しつつ支え合いながら共生する活力
ある社会（＝共生社会）の実現を推進

～共生社会の実現の推進という目的に向け、基本理念等に基づき認知症施策を国・地方が一体となって講じていく～

 令和５年法律第65号
令和５年６月14日成立、

同月16日公布
令和６年１月1日施行

共生社会の実現を推進するための認知症基本法の成立・施行について①



５.基本的施策

①【認知症の人に関する国民の理解の増進等】
国民が共生社会の実現の推進のために必要な認知症に関する正しい知識及び認知症の人に関する正しい理解を深められるようにする施策

②【認知症の人の生活におけるバリアフリー化の推進】
・ 認知症の人が自立して、かつ、安心して他の人々と共に暮らすことのできる安全な地域作りの推進のための施策
・ 認知症の人が自立した日常生活・社会生活を営むことができるようにするための施策

③【認知症の人の社会参加の機会の確保等】
・ 認知症の人が生きがいや希望を持って暮らすことができるようにするための施策
・ 若年性認知症の人（６５歳未満で認知症となった者）その他の認知症の人の意欲及び能力に応じた雇用の継続、円滑な就職等に資

する施策

④【認知症の人の意思決定の支援及び権利利益の保護】
認知症の人の意思決定の適切な支援及び権利利益の保護を図るための施策

⑤【保健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の整備等】
・ 認知症の人がその居住する地域にかかわらず等しくその状況に応じた適切な医療を受けることができるための施策
・ 認知症の人に対し良質かつ適切な保健医療サービス及び福祉サービスを適時にかつ切れ目なく提供するための施策
・ 個々の認知症の人の状況に応じた良質かつ適切な保健医療サービス及び福祉サービスが提供されるための施策

⑥【相談体制の整備等】
・ 認知症の人又は家族等からの各種の相談に対し、個々の認知症の人の状況又は家族等の状況にそれぞれ配慮しつつ総合的に応ずる

ことができるようにするために必要な体制の整備
・ 認知症の人又は家族等が孤立することがないようにするための施策

⑦【研究等の推進等】
・ 認知症の本態解明、予防、診断及び治療並びにリハビリテーション及び介護方法等の基礎研究及び臨床研究、成果の普及 等
・ 認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすための社会参加の在り方、他の人々と支え合いながら共生できる社会環境

の整備等の調査研究、成果の活用 等

⑧【認知症の予防等】
・ 希望する者が科学的知見に基づく予防に取り組むことができるようにするための施策
・ 早期発見、早期診断及び早期対応の推進のための施策

※ その他認知症施策の策定に必要な調査の実施、多様な主体の連携、地方公共団体に対する支援、国際協力

６.認知症施策推進本部

内閣に内閣総理大臣を本部長とする認知症施策推進本部を設置。基本計画の案の作成・実施の推進等をつかさどる。

※基本計画の策定に当たっては、本部に、認知症の人及び家族等により構成される関係者会議を設置し、意見を聴く。

共生社会の実現を推進するための認知症基本法の成立・施行について②
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